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2040年問題とは

➢ 2040年：1971〜1974年の第二次ベビーブームに生まれた団塊ジュニア世代が全員65歳
以上になる

➢国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和５年推計)」によると・・・

・65歳以上人口の動向：2020年 3,603万人 (28.6%) → 2043年 3,953万人
(35.8%) でピークとなり、高齢者数は減少を始める。その後も高齢化率は増え続け、
2070年（推計終了時）には38.7%

・高齢者の中でも高齢化が進む：75歳以上人口：2020年 1,860万人 (65歳以上人
口の51.6%) → 2070年 2,180万人 (64.7%)

・生産年齢(15〜64歳)人口は急速に減少：2020年 7,509万人 (59.5%) → 2040
年 6,213万人 (55.1%) → 2070年 4,535万人(52.1%) 

➢予想される社会像

・労働力人口の減少→生産力⇩・購買力⇩→ GDP ⇩＝社会保障財源の先細り

・後期高齢者の増加→ 医療・福祉ニーズ⇧



（令和２年版 厚生労働白書）



（令和２年版 厚生労働白書）



（令和２年版 厚生労働白書）



（2040年を展望した社会保障・働き方改革本部 資料）



（リクルートワークス研究所：未来予測20XX）

いま少子化対策で大きな成果をあげたとしても、2040年までの労働需給には影響がない。
なぜなら2023年に生まれた者は、2040年でも17歳だからである。

人口の高齢化などにより労働需要は増え続ける

2030年には、341万人の供給不足
→ 現在の中国地方の全就業者と同程度

2040年には、1100万人の供給不足
→ 現在の近畿地方の全就業者と同程度

労働需給シミュレーション



職種別シミュレーション（その１）

（リクルートワークス研究所：未来予測20XX）



職種別シミュレーション（その２）

2040年の労働需要に対する
不足率

介護サービス：25.3%

→デイサービスが週４日必要だ
としても、スタッフ不足のため
週３日しか通えない

保健医療専門職：17.5%

→ ベッドはあってもスタッフ不足の
ため入院できない
救急車を呼んでも受け入れて
くれる病院がない

（リクルートワークス研究所：未来予測20XX）



2040年の社会情勢：shrink & slow

➢国が縮む：人口減、GDP増加の限界、国際的な地位の低下

➢地域社会が縮む：公務員の減少、担い手不足、ソーシャルキャピタルの脆弱化、
孤独・社会的孤立

➢国内市場が縮む：労働力不足、購買力の低下、企業はグローバル型とローカル
型に二極化、地域経済の衰退

➢後期高齢者の増加：医療・介護ニーズは増大

➢保健・医療・介護：財源不足・人手不足、保険システムの空洞化？

➢あらゆるサービス：不足かつ遅れる（← 物流・運送関係では、すでに遅れが）

➢公共インフラの老朽化：改修の遅れ→ shrink & slow が加速



2040年に向けた社会と健康の変化（私見）

➢ 社会保障の需要と供給のミスマッチ

生産年齢人口の減少（2018年：6580万人→ 2040年：5650万人）

経済活動の停滞：生産も消費も「縮む」社会→財源・人材（共助・公助）の先細り

後期高齢者の増加：要介護・認知症の増加→医療・介護ニーズの増加

➢ 先細る「自助」と「互助」

単独世帯割合の増加（2000年・27.5% → 2020年・38.0%）

→  2020年時点で、社人研の2040年予測値 39.3% （2018年推計）に迫る

単身世帯者数の推移：全体では157万人増加（2015年・1806万人→ 2025年・1963万人）

70歳以上で激増（470万人→ 618万人）、 20-39歳で減少（579万人→ 532万人）

➢ 地縁・血縁・職縁の希薄化

孤独・社会的孤立の問題：それ自体が健康リスク、さらに社会保障システムにも深刻な影響



2040年に向けた社会と健康の変化（私見）

➢一億「半病人」社会の到来→新しい「健康観」の必要性

高血圧（約4,300万人1）、フレイル（高齢者のうち11.5%、予備群32.8%2）、がんサバイバー（2019年

のがん罹患数 99.9万人、2021年のがん死亡数38.2万人）、障がい者（身体436万人、知的109.4万人、精神

614.8万人＝国民の9.2% 3 ）

1:日本高血圧学会：高血圧治療ガイドライン2019、2: Shimada H, et al: J Am Med Dir Assoc, 2013:14:518-24、３：内閣府：令和5年版障害者白書

→これからの健康づくり：疾病や障害を有したとしても、日常生活への制限が最小限にとどまり、主観

的に健康観を保つことができる社会づくりや福祉の充実等によって、日常生活に制限のない期間を

延ばすことが望まれる（健康日本21（第二次）最終報告書）

➢ 格差の拡大

男女間（特に高齢期）、地域間格差（都市 vs 地方）、社会経済、医療保険者間

➢新しい健康課題：孤独と孤立、生きる希望の喪失
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Covid-19をめぐる状況

➢ 感染者数：世界＝ 676,570,149人、日本＝33,803,572人死亡者数：

世界＝ 6,881,802人、日本＝74,694人
（世界＝ジョンズ・ホプキンズ大学発表2023年3月10日まで、日本＝NHK集計2023年5月8日まで）

➢ 経済活動の停滞

➢ 心身への影響

メンタルヘルスの悪化、自殺者の増加

身体活動量の減少、体重増加

要介護認定者の増加・悪化、認知症の増加・悪化

検診受診者の減少による、診断の遅れ・予後の悪化

➢超過死亡：コロナ死の約3倍（Msemburi W, et al. Nature 2022, Dec 14）



メンタルヘルスへの影響はとくに若年者・女性で強い

Covid-19流行の後、世界中で
大うつ病性障害は5320万人（28％）増加、不安障害は7620万人（26％）増加



国立大学の学部学生における自殺率（10万対）の年次推移

Fuse-Nagase Y, et al (doi:10.1111/pcn.13293)
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2019年 vs 2022年：10〜19歳は659名→796名（1.21倍）、20〜29歳は2117名→2483名（1. 17倍） 、50〜59歳は3435名→4093名（1.19倍）
コロナ禍での自殺者の増加：若年層は孤独・孤立によるメンタル不調、50歳代は雇用・経済に関わる要因が考えられる



コロナ禍による行動制限：身体活動量の減少

（荒井秀典：生活協同組合研究 2020年12月号）全国の地域在住高齢者1,600人を対象に、2020年4月にオンライン調査（IPAQ短縮版）



コロナ禍で耐えしのげる人と崩れてしまう人とで、何が違うのか？

（荒井秀典：生活協同組合研究 2020年12月号）



社会的孤立・孤独と健康リスク：系統的レビュー結果

アウトカム社会的孤立孤独

全死亡＋＋＋＋

全般的健康レベル＋＋

喫煙行動＋＋

治療コンプライアンス＋

循環器疾患罹患＋＋

がん罹患

抑うつ・不安罹患＋＋

自殺死亡＋＋

認知症罹患＋

(Leigh-Hunt N, et al: Public Health 2017;152:157-71) 



認知症の危険因子12項目
相対リスク（95%CI) 頻度 重み付けPAF

若年期（45歳未満）

低学歴 1.6  (1.3-2.0) 40.0% 7.1%

中年期（45〜65歳）

聴力低下 1.9  (1.4-2.7) 31.7% 8.2%

頭部外傷 1.8  (1.5-2.2) 12.1% 3.4%

高血圧 1.6  (1.2-2.2) 8.9% 1.9%

飲酒（週21単位超） 1.2  (1.1-1.3) 11.8% 0.8%

肥満（BMI 30以上） 1.6  (1.3-1.9) 3.4% 0.7%

高齢期（65歳以上）

喫煙 1.6  (1.2-2.2) 27.4% 5.2%

抑うつ 1.9  (1.6-2.3) 13.2% 3.9%

社会的孤立 1.6  (1.3-1.9) 11.0% 3.5%

身体不活発 1.4  (1.2-1.7) 17.7% 1.6%

糖尿病 1.5  (1.3-1.8) 6.4% 1.1%

大気汚染 1.1  (1.1-1.1) 75.0% 2.3%

PAF=population attributable fraction:ある疾患に罹る人たちのうち、何％がその要因によるか
重み付け：要因どうしの重複について統計学的に補正 （Lancet 2020;396:413-46）
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➢生活習慣改善は未来への投資：喫煙・運動不足・偏った飲食などは、

今は楽しいけれども、それを続けると将来病気になって困るかもしれない。

だから今、それを改めよう

➢生活習慣改善の前提：未来への希望・生きる意欲

➢生きる意欲の重要性：ユダヤ人収容所や重大事故の生存者

一般社会・一般集団では？ 「希望寿命」

希望・生きる意欲の重要性



希望寿命の短い者は、実際の寿命も短い

➢希望寿命：あなたは何歳まで生きたいですか？

➢東北大学調査：1990年６月に宮城県内14町村の40〜64歳住民全員

51,921名を対象にアンケート調査

➢調査項目：健康状態、生活習慣、希望寿命

➢希望寿命：「どのくらい長く生きたいですか?」という質問に対して、３つの選

択肢「できるだけ長く」 「平均寿命(1990年時:男性76歳、女性81歳) と

同じくらい」「平均寿命よりも短く」

➢有効回答者：47,604人（91.7%）

➢追跡：2015年３月まで（約25年間）、8,998人の死亡を確認

（Yokokawa Y, et al: J Epidemiol, 2022May 7.  doi: 10.2188/jea.JE20210493.）



希望寿命の短い者は、実際の寿命も短い（死亡リスクが高い）

希望寿命の短い者では生活習慣リスクも大きかった

希望寿命と全死因死亡リスクとの関連の 30.4%が、喫煙、肥満、運動不足などにより媒介
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希望寿命と死亡リスクとの関連のうち、約３割は生活習慣リスク（とくに喫煙）によるもの

希望寿命の短い人では、生活習慣の不良な人が多かった

（Yokokawa Y, et al: J Epidemiol, 2022May 7.  doi: 10.2188/jea.JE20210493.）







希望寿命と平均寿命とのギャップをなくす

➢希望寿命は死亡リスク（実際の寿命）と関連する

➢日本人の希望寿命は平均寿命よりも短い

➢希望寿命の短い者では、実際の生活習慣に課題が多い

➢希望寿命の短さ:老後の不安などと関連がある

どうすれば人は健康づくり（生活習慣の改善）に励むようになるのか？

希望寿命が平均寿命に近づく社会（長寿を素直に喜べる社会）の
実現が、健康づくりの前提として求められているのでは？
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生活習慣はどのように形成されるか？

先天的：ゲノム配列、パーソナリティ

後天的：学習

社会経済格差との関連

ソーシャル・ネットワーク

社会環境

社会文化的要因、メディア



所得と生活習慣に関する状況（20歳以上）

（厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査」）



（厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査」）
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*

愛知県の高齢者15,302人の調査における所得と各疾患の有病率との関係

*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001

（MurataC,etal:Int J Environ.Res.Public Health 2010,7,1330-1341）



わが国における最終学歴の年齢と死亡リスクとの関係
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（FujinoY,etal:Prev Med 2005;40:444-51）



低所得者ほど生活習慣リスクが高い

所得格差：健康に良い習慣を実践する経済的余裕がない

希望格差：不安定な雇用、先が見通せない生活のなかで将来のことまで

考えられない

リテラシー格差：健康情報を探せない・入手できない

正しい情報を実行に移せない

低所得→不健康→病気→医療費負担・失職→さらなる貧困

従来型の健康づくり（個人の自覚と努力による行動変容）では、格差は

拡がる一方（弱者の健康ニーズは潜在化）



アウトカム（健康寿命、がん・循環器疾患の年齢調整死亡率）：目標達成

上記アウトカムの前提となる生活習慣・危険因子：不変・悪化が多い

・高血圧の改善（収縮期血圧の平均値の低下）＝ B*

・脂質異常症の減少＝ C

・メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少＝ D

・日常生活における歩数の増加、運動習慣者の割合の増加＝ C

・適正体重を維持している者の増加＝ C

・成人の喫煙率の減少＝ B*  

・生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合の減少＝ D

・食塩摂取量の減少、野菜と果物の摂取量の増加＝ C

健康日本21(第二次)からの学び：ある矛盾



循環器疾患分野の目標設定と評価

栄養・食生活

・食塩摂取量の減少

・野菜・果物摂取量の増加

・肥満者の減少

身体活動・運動

・歩数の増加

・運動習慣者の割合の増加

飲酒

・生活習慣病のリスクを高める量を

飲酒している者の割合の減少

降圧剤服用率
10%の増加

高血圧
収縮期血圧4mmHg低下

脂質異常症
高コレステロール血症者の

割合を25%減少

喫煙
喫煙率 19.5% → 12%

糖尿病
有病率の増加抑制

脳血管疾患死亡率の減少
年齢調整死亡率：男性15.9%、女性8.3%の減少

虚血性心疾患死亡率の減少
年齢調整死亡率：男性13.7%、女性10.4%の減少第3層

第2層

第1層

＜生活習慣等の改善＞

＜循環器疾患の予防＞

＜危険因子の低減＞ 4つの危険因子の目標を達成した場合

4つの生活習慣等の改善を達成した場合（高血圧だけ第1層を設定）

収縮期血圧
2.3mmHgの低下 1.5mmHgの低下 0.12mmHgの低下

（男性のみ）
0.17mmHgの低下

A A

B* C B* E(B*)

B*

D

C
C

C

D



一次予防（生活習慣・危険因子の改善）が十分に進まない理由

➢さまざまな健康づくり手法：効果の問題？ 実施率の問題？

たとえ有効な手法であっても、特定健診の実施率55.6％、特定保健指導の実施率

23.2％で、国民レベルの効果（メタボ該当者・予備群の減少）が期待できるか？

→ 受診者・利用者の固定化、受診・利用しない者こそがハイ・リスク群と考えるべき

日ごろ接点のない（少ない）人たちに、どうアプローチするか？

➢無関心層、関心・知識があっても実践できない層の増加？

➢健康づくりに投下できる人的資源・予算の不足？



塩分過剰摂取者のうち約３分の２が、関心ない・改善するつもりない

健康教育やキャンペーン、インセンティブで彼らの気持ち・態度を変えられるのか？



世帯収入が低い者ほど、主食・主菜・副菜を
組み合わせた食事の頻度が少ない

（厚生労働省 平成30年国民健康・栄養調査）



厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査」

バランスの良い食事に関する知識は（とくに女性では）所得格差なし



厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査」知識はあっても、経済上の理由により実践できない



誰一人取り残さないための対策とは？

自然に健康になれる社会環境の整備

究極のポピュレーション・アプローチ



健康日本21（第三次）の全体像

全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現ビジョン

誰一人取り残さない
健康づくり
（Inclusion）

目標の設定・評価
エビデンスを踏まえた目標設定、
中間評価・最終評価の精緻化健康寿命の延伸と健康格差の縮小

基本的な方向

個人の行動と健康状態の改善

社会環境の質の向上

ライフコースアプローチを踏まえた
健康づくり

集団や個人の特性を踏まえた
健康づくり

性差や年齢、ライフコースを
加味した取組の推進

アクションプランの提示
自治体の取組の参考となる

具体的な方策を提示

ICTの利活用
ウェアラブル端末やアプリ
などテクノロジーを活用

多様な主体による健康づくり
産官学を含めた様々な担い手の

有機的な連携を促進

健康に関心が薄い者を含む
幅広い世代へのアプローチ
自然に健康になれる環境づくり

の構築

より実効性をもつ
取組

（Implementation）
ビジョン実現のため、以下の基本的な方向で

国民健康づくり運動を進める

※期間は、令和６～17年度の12年間の予定。

○ 人生100年時代を迎え、社会が多様化する中で、各人の健康課題も多様化しており、「誰一人取り残さない健康づくり」を推進する。

また、健康寿命は着実に延伸してきたが、一部の指標が悪化しているなど、さらに生活習慣の改善を含め、個人の行動と健康状態の改善

を促す必要がある。このため、「より実効性をもつ取組の推進」に重点を置く。



生活機能の維持・向上

生活習慣病
（NCDs）の
発症予防

生活習慣病
（NCDs）の
重症化予防

全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現のために、以下に示す方向性で健康づくりを進める

健康日本21（第三次）の概念図

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

個人の行動と健康状態の改善 社会環境の質の向上

自然に
健康になれる
環境づくり

社会とのつながり・こころの健康の
維持及び向上

誰もがアクセスできる
健康増進のための基盤の整備

生活習慣の
改善

（リスク
ファクター
の低減）

ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり



親の経済格差と子どもの肥満
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１月あたりの家計支出額 １月あたりの家計支出額

小学生では関連なく、中高生では有意な関連 ⇒ 何故？

（KachiY,etal:JEpidemiol 2015;25:463.9)

6〜11歳 12〜18歳
*
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（厚生労働省「平成22年度国民健康・栄養調査」）

公共交通の発達した所ほど、歩数が多い
⇓

社会環境が人々の生活習慣を規定する



日本の喫煙率の推移（男性）
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47.4

（％）

32.2

（厚生労働省「国民健康・栄養調査」）
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イギリスにおける減塩の戦略

WHO/ WPRORegional Consultation on strategies to reduce salt intake.
Jun 2-3, 2010, Singaporeの時の Prof. Graham MacGregorの資料より

供給源 g/day

食卓・調理用食塩(15%)

自然に供給される分 (5%)

食品企業の加工商品(80%)

0.9 g

0.5 g

4.6 g

40% 減少

減少不可

40% 減少

食塩摂取 必要とされる
減塩の割合

Total  9.5 g

1.4 g

0.5 g

7.6 g

目標 6.0 g

１日当りの
目標量

CASH: Consensus Action on Salt and 
Health （塩と健康に関する国民会議）



Hannah C Brinsden, Feng J He, Katharine H Jenner, Graham A MacGregor. 
Surveys of the salt content in UK bread: progress made and further reductions 
possible. BMJ Open 2013;3:e002936

イギリスの食パン中の食塩量は，確実に減少傾向

1.23ｇ
±0.19 1.05ｇ

±0.16
0.98ｇ
±0.13

10年間で20％の減少

調査年

（Brinsden HC, et al/ BMJ Open 2013;3:e002936）

食パン
100グラム
当たりの
食塩量
（g）



イギリスにおける食塩摂取量、血圧、循環器疾患死亡率の推移：2003〜2011年

（He FJ, et al: BMJ Open 2014;4:e004549）

（年
）

虚血性心疾患

脳卒中

9.5 

8.1

死亡率
（10万人年対）

血圧
（mmHg）

食塩摂取
（g/日）

（24時間尿Na） 8.6 9.0 

74.2
73.6

72.8

126.3
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128.3
129.3

73.3
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139
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(年）



自宅調理、加工食品、外食からのナトリウム摂取割合
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Asakura K, et al. Public Health Nutr. 2016;19(11):2011-23





（https://www.nttdata-strategy.com/hsfe/project-outline/）



厚生労働省「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」報告書



厚生労働省「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」第3回資料

改訂前：4.6g



厚生労働省「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」第3回資料







職場での甘味飲料の販売規制の効果

EpelESetal.JAMA Internal Medicine 2020





健康づくり戦略のパラダイム・シフト

1978年 全米ベストセラー 2011年 米国公衆衛生学会総会テーマ

個人の生活習慣を改善 コミュニティを改善



2040年の予想図：人口、経済、社会、健康、社会保障体制

孤独と社会的孤立が身体的健康に及ぼす影響、生きる意欲の重要性

健康格差の現状と要因、だれ一人取り残さないための対策とは？

縮む地域社会・縮む地方行政を乗り越える：連携と協働の重要性

2040年の公衆衛生・NCD対策は、何を目指すのか？



健康づくりのキイワード：連携と協働

➢縮む地域社会のなかで：人口が減り、地域経済も減速し、健康づく

りの担い手も予算も減るなかで、役所の健康づくり部局が自分だけで

事業を展開するのは困難。どのように健康づくりを展開するべきか？

➢役所：自治体の全庁的な取組み、他部局との連携

➢地域住民：住民組織やボランティアとの連携・協働で、住民主体の

健康づくり。住民が地域の課題に自らチャレンジ

➢地域経済：健康づくりと地域経済の活性化とのリンケージで、 健康

づくり運動の規模が拡大。さらに地域の活性化にも貢献



健康寿命をのばそう！アワード
（生活習慣病予防分野）

➢ 厚生労働省が平成24年度より実施：生活習慣病予防に関して、優れた取り組みを行っている企業・自治体・
団体を表彰し、優良事例のヨコ展開を目指す

企業・団体・自治体から応募：約60件→書類審査で約15件→約９件がプレゼンテーション→評価委員による投票

厚生労働大臣最優秀賞

第11回：大橋運輸

『社内と地域の連携』

第10回：味の素

『「ラブベジ」プロジェクト』

第９回：ファミリーマート

『こっそり減塩弁当』

第８回：下呂市役所

『まちぐるみの食環境整備』



第4回（平成27年）健康寿命をのばそうアワード 厚生労働省健康局長優良賞



自治体の全庁的な健康政策への理解と推進

8月～月1回実施

健康がまごおり21第2次計画策定

健康に関する
職員向け研修会の

開催

健康化政策全庁的推進プロジェクト設置

秘書課・人事課・企画広報課・・企業立地推進課
情報ネットワークセンター・行政課・財務課・安全安心課・税務収
納・福祉課・児童課・長寿課・観光商工課・保険年金課・農林水産
課・環境清掃課・道路建設課・水道課・下水道課・道路建設課
土木公安課・建築住宅課・問計画課・市民病院・消防本部・学校教
育課・庶務課・部下スポーツ課（27課 43名）

策定
部会
32名

推進
部会
29名

グループワーク
既存データから市の
現状を把握・市の課
題と健康戦略を考え

る

｢健康寿命の延伸が
蒲郡市を救う｣
講師：津下一代
市長はじめ、庁内管
理職、その他職員を
対象に研修会開催。
130名出席。

【平成25年10月29日】
「健康戦略で蒲郡市の未来を変えよう

仕掛け人は私たち」
講師：津下 一代 氏

プロジェクトチーム：43名
【平成25年年12月19日】

１ 健康戦略発表会
プロジェクトチーム：35名

２ 研修会
「健康がまごおり21第2次計画策定

動かすのは私たち」
講師：津下一代 氏

プロジェクト・市民関係機関：70名

研修会・戦略発表会

市27課

健康担当以外の課の職員が考えた健康戦略発表

愛
知
県
蒲
郡
市
の
取
組
：

メ
タ
ボ
・
ワ
ー
ス
ト
ワ
ン
か
ら
の
挑
戦



体重測定⇒記録

パソコン

携帯電話

手書き

ICT活用

蒲郡市

データ収集システム

企業 地区別老人クラブ

集団での競争

学校

個人での取り組み

薬局

病院学校 公共施設

体重測定小屋設置

健康情報発信
体重ミニ知識
健康情報など

体重計
設置

会社

スケジュール

◆実行委員会の設置
・周知・募集方法の検討
・体重管理システム作成
・体重測定小屋の設置
・仕組みの検討

システム
体制づくり

◆健康寿命の延伸
◆医療費・社会保障費削減

・達成者の表彰
・地区別競争
・会社間状況

など

◆市民の健康意識の向上
◆生活習慣の改善

・体重維持の方法がわかる
ようになる

・生活習慣を振り返る
ようになる

◆記録の収集 ◆登録人数把握
◆健康情報の発信

5月 8月 10月

◆市民への周知開始
・市民へ周知
・参加者の募集

◆体重測定スタート
◆キックオフイベント

9月７日
健康づくりのつどい

２月体重測定100日間
チャレンジスタート

１月

◆100日達成イベント
12月14日
表彰式・講演会など

（継続中の方は100日に
向けて継続）

◆評価・分析・報告
・参加者人数
・達成者割合
・セグメント別状況
・意識の変化 等

健康情報発信
体重ミニ知識
健康情報など

参加者の分析
体重の変化
参加協力機関・団体数
チャレンジ前後アンケート調査
Ｈ27特定健診結果
蒲郡市健康指標の変化

評価

全
庁
的
な
取
組
だ
か
ら
、
企
業
・
学
校
・
公
共
施
設
な
ど
へ
の

働
き
か
け
も
容
易→

運
動
の
広
が
り
・
規
模
が
加
速



（蒲郡市プレゼン資料）



第９回健康寿命をのばそう！アワード（生活習慣病予防部門）



第11回健康寿命をのばそう！ アワード（生活習慣病予防部門）：熊本県南阿蘇村

（南阿蘇町：アワード審査会プレゼン資料より）



第11回 健康寿命をのばそう！アワード厚生労働大臣最優秀賞



大橋運輸株式会社の取組（社内）



大橋運輸株式会社の取組（地域）

➢社員への健康サポートで蓄えた健康ノウハウを地域に役立てたい：バランスボール・ヨガ・

健康太極拳の教室（毎月）、管理栄養士による栄養相談（毎週）、特殊詐欺啓

発・防災情報

➢連携：市役所、社会福祉協議会、警察署、大学、市民ボランティアなど→官民連携

の取り組みの幅が広がり、市民により良いサービスを提供、地域の問題解決に貢献

➢予算（年間）：社員一人当たり 10万円、地域 250万円



地
域
の
課
題
に
住
民
自
身
が
チ
ャ
レ
ン
ジ→

お
互
い
さ
ま
で
、
地
域
も
参
加
者
も
元
気
に
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）



（大分県・藤内修二理事・審議監提供資料）



これからの地域保健は「連携」と「協働」がカギ

地域の総力で、健康寿命の延伸と社会の持続可能性を実現する

自治体の他部局

地域経済地域社会

住民

健康づくり部門

全庁的な
施策

全庁的な
計画立案

協働協働

ヒト・
組織

カネ

経済の活性化

住民主体の
健康づくり

協働
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担い手を増やすための戦略：ボランティアとプロボノ

2040年の公衆衛生・NCD対策は、何を目指すのか？



ボランティアとプロボノ 〜無償の社会奉仕活動〜

➢ボランティア：専門的な知識やスキルは、あまり求められない。業務
内容によっては、研修などが必須となる場合もある

➢プロボノ：職業上のスキルや経験を活かして取り組む社会貢献活動

ラテン語「Pro bono publico（公共善のために）」が語源。米国法
曹協会（ABA）が奉仕活動を推奨したことから始まり、今ではさま
ざまな職種の人たちが世界各地で従事するようになった

在職中の人たちが仕事をしながら行う、退職した人たちが地域などで行
うなど、さまざまな関わり方がある



（横浜市健康福祉局地域包括ケア推進課・【事務局】認定NPO法人サービスグラント）



（横浜市健康福祉局地域包括ケア推進課・【事務局】認定NPO法人サービスグラント）



（横浜市健康福祉局地域包括ケア推進課・【事務局】認定NPO法人サービスグラント）



地域包括ケアシステムとハマボノ

（横浜市健康福祉局地域包括ケア推進課・【事務局】認定NPO法人サービスグラント）
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Experience Corps（その１）

➢50歳以上のボランティアが小学校に入って、児童の勉強が円滑に進むように

教師の手助けをするプログラム

➢25時間の養成講座を受けたうえで参加。週15時間以上、半年以上の参加

➢読み書き能力の向上支援：成績不良の児童と一緒に読み書きを行う

➢図書室サポート：蔵書の整理、児童が本を選ぶ際の助言、一緒に読書する

➢問題解決：友人などとのトラブルを解決する方法を芝居の形式で教える



Experience Corps（その２）

1993〜95年に、ジョンズ・ホプキンズ大学医学部フリード教授らがパイロット・スタディ

2011年に、全米退職者協会（AARP）が全面支援し、全米に拡大

現在、全米20都市で約2000人が参加

効果に関する報告例

高齢者：生活行動の活発化、心身の健康レベルの向上、

生活満足度の向上、認知機能の改善

児 童：読解能力の向上、欠席日数などの減少

学 校：教師の負担の軽減



りぷりんと

60歳以上のシニアが、ボランティアとして、幼稚園・保育所、小中学校

などを訪問して、子どもたちに絵本を読み聞かせる活動

東京都健康長寿医療センター研究所・藤原佳典博士が2004年度

に開始

４地域で約220名のボランティア→ NPO法人化し、全国展開

参加高齢者で心身の健康レベルの向上、生きがい、認知機能の改善



地元図書館の貸し出し協力で大型絵本も登場（長浜市放課後学童クラブにて）

「りぷりんと」の活動



「りぷりんと」の三方よしの効果

児童

高
齢
者

保護者



Experience Corps と「りぷりんと」

➢世代間交流：地域における世代間の共生、新たな絆

➢学校教育への支援：既存資源の活用、学校側の負担軽減

地域のソーシャルキャピタルの涵養

➢ボランティアをすることの効果：健康長寿の達成

➢一石四鳥：児童・高齢者・学校・地域



第11回健康寿命をのばそうアワード（令和４年）

介護予防・高齢者生活支援分野 厚生労働大臣最優秀賞

岩沼市 三色吉シニア倶楽部

これぞ！お互いさまの助け合いの原点〜住み慣れた我が家で暮らし続けられるために〜



地域活動の参加頻度と要介護リスクとの関連：大崎2006研究
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大崎コホート2006研究

対象＝宮城県大崎市の65歳以上住民

調査時期＝ 2006年12月

解析対象者数＝11,982人

ベースライン調査に回答、

介護保険認定非該当、

介護保険認定情報の提供に同意

地域活動 ＝ ボランティア活動、趣味活動、

地縁的活動

頻度＝年に数回以上

追跡＝ 11年間

アウトカム＝要介護認定（要介護２以上）、

死亡

健康寿命＝非該当または要支援１・２、要介

護１での生存期間

Matsuyama S, et al: J Epidemiol 2021, doi:10.2188/jea.JE20200574



互助のビジネスモデル化

➢介護：簡単なレベルの介護・家事支援をコミュニティの住民どうしで行うと、

若干の費用がもらえる

➢育児：身近な地域で、子供を持つ世代をシニアがサポートする。アドバイ

スや困ったときの世話などを安価な費用で提供する

➢憩いの家：農園や文教施設の近くで、街の人たちが集える場を確保し、

地域のシニア・ボランティアが喫茶店などを運営する

➢長期休暇の活用：夏休みなどに児童・生徒が安全かつ自由に遊べるよう、

シニア・ボランティアが施設管理を受託する
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2040年の公衆衛生・NCD対策は、何を目指すのか？

➢ Well-being: Health is a state of complete physical, mental and
social well-being and not merely the absence of disease or
infirmity (WHO 1946).

➢ Goal 3 of SDGs: Ensure healthy lives and promote 
well-being for all at all ages （すべての人に健康と福祉を）

➢ ポジティブ心理学（Seligman）のPERMA：Positive emotion（ポジティ
ブな感情）Engagement（物事への積極的な関わり）Relationship（他
者との良い関係）Meaning（人生の意味）Achievement（達成）

➢ 生きがい：PERMAや生きがいを感じている者は、メンタルが良好なだけでなく、
実際に健康寿命も長い

公衆衛生・NCD対策の本質的な役割：すべての人に健康・well-being・幸福を



（厚生労働省「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会．取りまとめ．令和元年12月13日）


